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第 1 童

序 言

本報告書は､平成元年( 1 9 89年) 5月7日から5月24日までの18日間

にわたり､ジンバブエ共和国及びボツワナ共和国で実施した､以下の2計画に係

わる事前調査結果をとりまとめたものであります｡

1 )農産物収穫後涜適システム改善計画 くジンバブエ共和国■)

2■)リンボポ川涜域籍合.農業開発計画 (ボツワナ共和国)

本事前粛査は､以下の調査団貞の構成により実施しました｡

ll.)国慶 安彦

2 )ジェ
ームス･ワト

ソン

3 )開口洋二郎

調査団は一 環地調査及び資料

患括/農業開発計画

農業/綿作

農業径済

情報の収集を行うにあたり､

日本工営株式会社

日本工営株式会社

日本工営株式会社

各国関係壊関の方

々の協力を得て円滑に業務を遂行することができました｡また､日本大使館の方

々より多大な助言と協力を頂きました｡萌査団は､ここに､御協力を頂いた関係

諸税開の方々に深甚の謝意を表する次第であります｡

調査団貞の略歴､調査行程､ジンバブエ共和国及びボツワナ共和国の面談者リ

ストは､東付資料- 1から添付資料-4に示しました｡
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第 2 章

農産物1院穫手套流通 シ ス テ ム 改善計画

(ジ ン ノヾ=デュ共手口 国)

2. 1 ジンバブエの農業

ジンバブェ共和国は､南アフリカ共和国､ボツワナ共和国､ザンビア共和国及

びモザンビーク人民共和国と国境を接する､南部アフリカのインド洋寄りの内陸

国で､南緯15o 23′ 束径25o 33′ に位置している｡国土面積は､約39万 kJ[2で､

ほぼ日本の国土面積と等しい｡国土は､ザンベジ川とリンボポ川に挟まれた形で

展開しており,標高900EL-1,200n以上の高原地帯が中央部に拡がり､国土面積の

約40%を占めている｡

ジンバブェの年平均降水量は約700m であり､東部のモザンビーク国境の山間

部では､年降水量が1,200Jm を越える地区もあるが､西部では600zDn
､南部では

400tBn以下となっている｡また､真北部及び中央部の高原地帯の年降水量は､

700Jm -1,000m となっている.雨季は1 0月から1日であり､年降水量の約80

%がこの4ケ月に集中している｡

年平均気温は､高原地帯(標高1,200甘レベル)で約19oC､リンボポ川沿いの低

地(標高400zIレベル.)で釣23qCと標高による影響が顔着である｡ -.#に､ 10月か

ら3月が高温期､ 4月から9月が低塩期にあたる｡首都ハラレ(標高1,472n)の

最低気温は7月の 6.53Cであり､最高は12月の29bCである｡

ジンバブェ共和国は､ 1980年4月に南口ーデシアの白人支配から異人が脱却し､

政権を樹立して独立した｡人口は 818万人(1985年推定)で､人口増加率は年率

2.8 %と･推定されている｡人口の約80%は､東北部及び中央部の高原地帯に居住

している｡また､人口の約70%以上は農村部に居住し､何らかの形で農業によっ

て生計をたてている｡

人口構成

___上L≡邑_
97.6%

2.0%

_且土_生遜
100.0%

異人 798 万

白人 16 万

皇虹______+L五

合計 818 方
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農業はジンバブエ軽萌の基幹藩門であり､農業部門の国内捻生産(GI)P)へ

の寄与宰は､約16%程度である｡ 1980年から1985年の間の農業部門のGD Pへの

寄与宰を他部門と比草しても最も着実に成長している｡また､農業部門は､輸出

総額の約40%を占めており､外貨獲得にも大きく貢献している｡

国内総生産(G D P)ヘの寄与率

_⊥
臥

3,226 3,693 2.7%

458 593 5.3%

ij

玄

G D P

農業部門

量_皇払__

出典:第一次五ケ年国家開発計画(1986年-1990年)

ジンバブェ国では､国土面積の約7%にあたる 260万血aが農耕地として利用さ

れているに過ぎない｡農耕地の大部分は天水栽培地であるが､雇漉されている農

耕地も約17万baある｡これは､全農耕地の約 6.5%に相当する｡

土地利用

_虹室
(千ba) ( %)

2,600 6.7

82 9･2

4,856 12.6

23,810 61.6

++且L皇____________ユ旦ヱj

38､667 100.0

メ

農耕地

樹園地

放牧地

森林

皇且艶
A圭一

ジンバブェ国の主要農産物は､メイズ､小麦､ソルガム､タバコ､綿花等であ

り､食糧作物の単位収量は､一般に低いが､タバコや綿花等の輸出作物は高い水

準にある｡

-3-



農産物生産量

且

(トン/ha)

0.9

5.8

0.3

0.5

0.5

1.8､

2.1

2.9

4.1

1.1

16.1

0.7

115.2

(千ba_)

メイズ 1,211

小麦 37

ミ レット 310

ソルガム 110

落花生 160

タバコ 70

綿花 140

米･

茶 4

コーヒー 12

ジャガイモ 2

豆類

野菜類

(千トンニ)

1,094

215

81

53

79

128

300

1

_
17

13

29

70 48

145

雌

出典: 1987年F AO農業生産年報

ジンバブェの農業は､同国農業の中心を成す白人種嘗の大規模農業くエステー

ト)とアフリカ人(黒人)軽営の小規模農業に大別できる｡この2つの農業には

姪営規模､過去の投下資本､インフラストラクチャーの整備､生産性等に極端な

格差がみられる｡

ジンバブエでは､独立を契機に白人農壕主の国外涜出が続き､ジンバブエ農業

のアフリカ化が進んだが､農業生産は必ずしも維持､向上されているとはいえな

い｡このため､ジンバブェ政府は､白人農壕主の生産意欲を拡大させるため､エ

ステートの強制買い上げを行わず､むしろ､農産物の買い上げ価格の引き上げ等

を行い､一方で､アフリカ人農業地域の開発を通じアフリカ人農業の生産性向上

に重点を置いている｡

2.･ 2 計画の背景

ジンバブェ政府は2. 1節で述べたとおりー 伝琉的農業を今日なお続けている

アフリカ人農業の生産性向上に重点を置いた､アフリカ人農業地域の開発を行っ
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ている｡これらの開発努力により､アフリカ人農業地域における主要農産準(今

までは主に白人が径営-する大規模農場で生産していた)の生産量は急速に増大し

た｡しかし､

.アフリカ人農業地域の市場涜通システムが未整備なことから､生産
物の涜通がスムーズに行われず､小農にとって重大な問題となっている｡

この種な市壕涜通システムの問題は今後益々悪化する傾向にあることから､ジ

ンバブエ政府は､アフリカ人農業地域における小規模農業セクターの着実な発展

(生産性の向上及び小農の生活向上)を成功させるため､主要農産物収穫後涜通

システムの改善が不可欠であるとして､農産物収穫後涜通システム改善計画の早

期実施に高い優先贋位を与えている｡

2. 3 計画の概要

ジンバブェ政府は主要農産物に対する続制を行っており､競謝農産物の涜通に

関しては､土地農業入植省の下灘機関である農産物涜適評議会の構成委員会の穀

物委員会､綿花委員会､酸農委員会及び低温貯蔵委員会が責任を持って行ってい

る｡

各委員会の対象農産物

ー___委敗___
穀物委員会

鴇花委員会

酪農委員会

LFf壬皇齢意表呂仝

メイズ,

ヒマワリ､

ソルガム､小麦､落花生､大豆､

コーヒー､ラボコ､ムンガ

綿

ミルク､ バター

Jf -蘇

したがって､本計画では上記の4委員会に関連する農産物収穫後涜通システム

に対する､ 1 )農産物の農民(特に小農)から集積施設､貯蔵施設､加工施設等

への涜通システム､ 2)集積施設､貯蔵施設､加工施設等から国内消費地､国外

への涜通システム､ 3 )涜通関連インフラストラクチャー､ 4)涜通組織､ 5)

輸送手段等を含む改善計画を策定する｡
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2. 4 総合所見

農産物収穫後涜通システム改善計画の早期実施に高い優先贋位を与えているこ

とから､穀物委員会及び酪農安貞会では独自に関連する涜通システムの改善項目

についての概略調査を行っている｡しかし､本計画を推進するためには､ 4委員

会に関連する農産物収穫後涜通システムに対して総合的な調査を行い､優先度の

高い委員会の涜通システムついてフィージビリティー調査を実施することが望ま

しい｡したがって､本調査は以下のとおり 2段階に分けて実施することを提言す

る｡

1 )ステージ1:

4委貞会に関連する農産物収穫後涜通システムに対する概略改善計画を

策定し､涜通システム改善のための優先順位を設定する｡

2)ステージ2:

高い優先順位に設定された委員会関連涜通システムの改善計画に対する､

フィージビリティー調査を実施する｡

尚､本計画のジンバブェ政府側担当部局は､土地農業入植省及び農産物涜適評

議会である｡また､ジンバブエ国農産物収穫後涜通システム改善計画の調李実施

のための作業計画書(秦)は､添付資料-5に示すとおりである｡
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第 3 章

リ ン ボ ポJll流域総合展某開 発計画

(ボ ツ ワ ナ 共手口 国)

3. 1 ボツワナの農業

ボツワナ共和国は､南アフリカ共和国､ナミビア､ジンバブエ共和国と国境を

接する､南部アフリカの内陸国で南緯17o 27′ 東軽20o 29′ に位置してる｡ボツ

ワナ‾の国土面凄は約 58万kzB2で､日本の国土面穫の釣1.5倍である｡ボツワナは

カラハリ砂漠とその周辺に位置しており､国土の大部分は年平均降水量が約 470

”(南西部の乾燥地域では約 240tbn､北部では約 700m)の半乾燥地である｡ま

た､ボツワナでは10年周期で早魅が発生しており､天水農業に大きな被害をもた

らしている｡

ボツワナ国の主要河川は､ナミビアからボツワナの北西部のオカバンゴ三角州

に涼れ込むオカバンゴ川､ナミビアとの国境拾いに凍れ北部国境を形成し､ザン

ベジ川と合涜するチョペ/ソニヤティ川､ジンバブエ共和国との国境沿いに凍れ

北西部国境を形成し､リンボポ川に合涜するシャーシ川､南アフリカ共和国との

国境拾いに涜れ西部､南西蕃国境を形成する､リンボポ川､モロポ/モソッポ川

である｡しかし､ボツワナ国東藩地域には主要な河川はない｡

ボツワナ国では土壌及び気象(降水量)条件から､ 国土の 60%に当たる約

3,480 万baが牧草地として利用されており､作物の耕作が可能とされる土地は僅

か 6%の約 330万haに過ぎない｡しかし､実際に作物が作付けされたことのある

面積は､更に減少して釣28万血a (可耕地の約 8%)と報告されている｡

土地利用

室+上_過+

60

22

6

5

7

100

_⊥王立出
348

128

33

31

40

580

___二L批_____

牧草地

国立公園(動物保護区)

可耕地

湖沼､湿地

皇虹

仝L

出典:世界銀行 1985年
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ボツワナ農業の国民総生産(G D P)に対する寄与率は年々減少し､ 1985年に

は､約 5%となっている｡しかし､急速な蔀市化にもかかわらず約80%の国民は

農村地域に居住し､何らかの形で農業と関わりを持っているため､

依然として農業が程済の中心となっている｡

国内絵生産(G D P)への寄与率

__⊥
臥

697.4 1,251.7

83.3 67.7

巳⊥皇室且邑廼

j退塾威+

12.4%

-4.1%

農村地域では

u

諺

G D P

農業部門

監j組____且____

出典:国家開発計画(1985年-1991年)

ボツワナの土地所有形態は､国有(47%)､部族所有(49%)及び個人所有(

4%)に大きく分類される｡大部分のボツワナ人は､それぞれの部族が所有する

土地に点在して居住し､天水による伝統的農業を営んでおり､藤池農業をま殆ど行

っていない｡一方､個人所有地には､主に白人が径営する大規模農場があり､大

部分は牛の放牧を行っているが､濯概農業による作物生産を行っている所もある｡

ボツワナ国の農業は､上述の土地利用からも判るように畜産がその中心となっ

ている｡また,畜産物は主に輸出用であり､畜産は同国では鉱業に･次ぐ外貨獲得

産業となっている｡一方､国内消費用作物であるソルガム､メイズ､ミレット､

豆類､カウピー等は､主に天水農業で生産されており､これらの作物の収量レベ

ルは､不安定な気象条件に左右されかなり低くなっている｡したがって､これら

の生産量は､現在ボツワナ国の捻消費量の僅か10%を賄っているに過ぎない｡

農産物生産量

A

(ha) (トン)

メイズ 8,000 2,000

小麦

ミ レヅト 10,000

ソルガム 35,000

亘_盟_⊥______

出典: 1987年F AO農業生産年報
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現在の消費動向が変わらず､また従来通り_の伝競的農業を続けると仮定した場

合､ボツワナ国の人口(1986年では推定130万人二)が約180万人に達する20世紀

には､消費量と国内生産量の差は益々増大することが明らかであることから､ボ

ツワナ政府は､伝競的農業を行っている農村地域の開発による農村地域の農業生

産性向上に重点を置いている｡これらの開発による作物生産量の増大は､現在大

部分を輸入に依存している農産物の自給率向上､農村地域の所得向上及び同国の

食糧安全保障面にも大きく貢献することになる｡

3. 2 計画の背景

ボツワナ政府は3. 1節で述べたとおり､伝統的農業を今日なお続けているア

フリカ人農業の生産性向上に重点を置いた､農村地域の開発を行っている｡しか

し､作物一の成育期において.天候が不順となり､その上､冬季を羊なると全く降水量

のないボツワナの様な乾燥地域では､天水農業のリスクは大きい｡したがって､

天水農業が主である農村地域の開発は､低生産量レベルを基準とした､資金､労

働力の投入(ローインプット･ローアウトプット‾)を行いリスクを軽減する方法

を取っていることから.､今後農村地域における農産物生産量の大幅な増加はあま

り期待できない｡

この種な状況からボツワナ政府は､より信頼性の高い生産方法､つまり集約的

濯故農業の導入により､現在､大部分を輸入に依存している農産物の自給率向上

を目指している｡したがって､ボツワナ政府は､土壌及び水資源の観点から､ 1二)

オカバンゴ淀城のオカバンゴ三角州及びその周辺地区､ 2)チョベ川涜域のチョ

ペ氾濫原及びチョベ川沿い1o)平地､ 3)リンボポ川涜域の雇織豊業開発の早期実

施に高い優先順位を与えている｡

3. 3 計画地区の概要

南アフリカ共和国に境を接する計画地区は､ 3. 2節で述べたとおり､ボツワ

ナ国でも数少ない潅淑農業開発ポテンシャルの大きい地域であり､濯概農業開発

優先地区の一つとなっている｡計画地区には､雇概に適する土壌がリンボポ川及

びその支涜拾いに広く分布.している｡また､水資源として考えられるリンボポ川

及びその支涜は､通年河川ではないもののほぼ毎年夏季の期間かなりの表涜水が

みられる｡

-9-



計画地区の農業は畜産が主涜であるが､天水及び堤高の低いダムや井戸を利用

した清聴による作物意培も行わ_れている｡また､計画地区には､ボツワナ開発会

社(同社は､ボツワナ政府が資本金の大部分を出資し､国内の各種開発事業の実

施及び出資を行っている｡また､同社の会長は､大蔵軽済企画省次官が兼任して

いる)が疑営する2つの農場があり､集約的な澄渡農業を行一っている｡

計画地区における濯渦農業開発の主な阻害要因は､ 1 )限られた水資源､ 2:)

清聴農業に対する技術及び技術者の不足､ 3)市場涜通施設の未整備等である｡

3. 4 計画の概要

リンボポ川涜域総合農業開発計画は､集約的清聴農業の導入による､農産物自

給率の向上,小農の生活向上､径主斉の多角化等を目的とする｡本総合農業開発計

画は､以下の開発分野から構成される｡

1 )濯概農業開発のための水資渡開発‾

リンボポ川は南アフリカ共和国との境を涜れており､その表涜水の開発

には南アフリカ共和国との同意が必要であることから､ダム建設等の大規

模開発は難しい｡幾つかのリンボポ川支涜では､ダム建設などによる表涜

水の大規模開発の可能性がある｡また､地下水筒先も重要となってくる｡

2,)農業支援システム開発

計画地区内で集約的濯漉農業を行っているボツワナ開発会社が軽営する

農場を整備･拡充し､周辺農家(大規模及び小農)に対する農業支援活動

を行う中核農場として開発する｡

3

.)市場･涜通システム開発
道路､案出荷施設､貯蔵施設､市場等市場･涜通関連インフラストラク

チャーの整備を中心とした開発を行う｡

3. 5 総合所見

計画地区は濯概農業開発ポテンシャルの大きい地域の1つであり､水資源利用

可龍性調査､土地分級調査等の各種調査が実施されているものの､具体的な農業

国発計画に結びつい一ていない現状である｡本計画を推進するためには､ 1)水資
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港(表浅水､地下水)､ 2)土地資源､ 3)人的資源､ 4､)農業現況､ 5.)謹聴

現況､ 6)農業支援､ 7 )農業組織､ 8)市場一 読通施設等を含む篭合農業開発

計画のフィージビリティー調査を行うことが望ましい｡ したがって､以下のとお

り2段階に分けたフィージビリティー調査を実施することを提言する｡

1 )ステージ1:

計画地区に対する概略農業開発計画を策定すると共に､雇概開発可能区

域の優先傾位を設定する｡

2)ステージ2:

優先濯淑開発可能区域を組み込んだ総合農業開発計画に対するフィージ

ビリティー詞査を実施する｡

尚､本計画のボツワナ政府側担当部局は､農業業者である｡また､ボツワナ国

リンボポ川涜域総合農業開発計画の調査実施のための作業計画書(秦)は､添付

資料-6に示すとおりである｡
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添付資料- 1

重量塵貞塵塵

1.国慶 安彦(くにひろ やすひこ)

職歴

昭和32年3月

昭和32年4月-昭和46年9月

(昭和38年10月一昭和39年9月)

昭和46年10月一昭和48年10月

鴨和48年u貝一昭和54年3月

昭和54年4月一昭和56年3月

昭和56年4月一昭和57年7月

昭和57年7月-昭和59年3月

昭和59年4月-昭和60年10月

昭和60年10月-昭和62年6月

昭和62年8月-現在

取帝資格

技術士

農学博士

(農業部門)

(農業水利)

主な海外業務実尊

東京大学農学部農業工学科率菜

農林水産省(この間アジア開発銀行出

向2回)

オランダ国デルフト工科大学留学

宮城県農政部耕地課長

農林水産省構造改善局

農林水産省東海農政局建設部長

北海道陶発庁農林水産課長

農革水産省構造安善局水利課長

石)tI県農林水産部長

農林水産省中国四国農政局長

日本工営林式会社農募開発事業部長

村0.20528

インドネシア国緊急食糧増産計画

における水資源のあり方(ADD)

ア7がニスタン王国農業裾興5ケ年

且象崖L

インドネシア

アブがニスタン

計画における水資源のあり方(AD8)

南スラウェシ州中部水資源 インドネシア

鎗合開発計画地形図作成(JICA)

南スラウェシ州中部水筆涼 インド約ア

老台開発計画(JICA)

北サンタンデール州ククタ コUンヒヾァ

潅概排水計画(J‡CA)

辛がラ河東域浮浪再発計画(JICA)インド和げ

-12-

昭和62年8月取得

昭和62年4月取得

過重遡腰L

S.42.10-

3ケ月

ら.46. 2-

.
3ケ月

水資潅

水資港

s.51
- 作業監理委員長

2ケ年

S.53
-

2ケ年

S.58
-

1ケ年

S.63.3
-

6ケ月

同上

同上

鎗括



2. JAMES STEE月SON VATSO打(ジェームス ワトソン)

SPECI色LISATION･.且GROl10社Y

DATE OF 8IRTR･. 13th Oct8ber 1936

I柑TIO甘ALITY: BRITIS社

印ALIFICATIO71S:

Hational Certificate in tlorticulture , (LatlCS) 1955

BSc Agric Botany (打ottingha)) 1962

PhD且gric Botany (httingha)) 1982

P飢FESSIONAL PEOFILE:

Dr,Watson has 26 years'e印erience irL tr8pical agiculture廿ainly,

but not exclusively, in Africa and
_Asia.

During his early career

in色frica, he甘aS invt)1ve丘in cr叩S agmnO)y for se】Ii-ari且areas

and for irrigation.加re recently he has been involved in Africa

as consultant agrono}ist to ADD and EEC projects aE)A sperlt three

years in the field on two large crop pro10tiorL projects in

lz7donesia and ThailaE)a.打e is author of seyeral technical reports

and has published papers in intemational journals.

RECE甘T COHSULT色NCY 舶IN 色SSIG杜E甘TS:

1988 : Thailand : AgronoJlist/Land Use Specialist, Sazldy Soils,

ftlnded by ODA.

philippines : Researcher/Faming Syste3S Specialist acting

as Rapporteur for Asian Develt)帥ent Bank

Regional SeJ[inar o皿Rainfed点gricuture.

Kenya/Uganda: AgronoTist on appraisal. )issit)n for色PDF

(African Project Develop)ent Facilitiy).

1987 : ZaJ)bid

ZaJ)b ia

Cotton且grono甘ist,Xunbya Cotton Project

funded by E之uatOt Bank.

CrDpS如ronolist,Export Diversification

Preparation Xission, -funded
by IBRD.

1985

･
.

Bangladesh

･
. CO端S肌TAm且gmnt)list vith the Ct)tit)n

Devel叩)erLt Pmject funded by EFD.
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3.開口 洋二郎(せきぐち ようじろう)

略歴

昭和52年 3月

昭和54年 3月

昭和55年4月

昭和56年4月

昭和63年4月 - 現在

主な海外業者実凄

ヒーラ清聴掃発計画(JICA)

東京裁育大学農学部農芸化学科卒業

筑波大学環境科学研究科修了

フィリピン大学農学藩土壌微生物専攻修了

日本工営株式会社 営農部

日本工営株式会社 業務推進室

A

インドネシア

KCC地区藤池開発計画(JICA)インドネシア

デラックT)1r'-･ローアモラス農業開発シtlヤマイカ

計画(JIC且)

西ヌサテンがラ濯概計画(ADB) インドネシア

チ細テカ河涜域海瀬計画(OECF) ホンシーエラス

T)わデレ農業脚発計画(JICA) シtlサマイカ

春○ンフ○濯渦システム維持管理改善フィT)ヒ○ン

計画(JIC且)
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a

S.56. 6-

11ケ月

S.57.1l-

5ケ月

S.59. 7-

6ケ月

S.60. 5-

7ケ月

S.60.12-

4ケ月

S.6l. 8-

10ケ月

S.62. 8-

18ケ月

_潤監__
土壌

土壌

農民組織/

農業軽済

土壌･土地分級/

営農計画

土壌/土地分級

農民組績/

事業評価

農業/農民組織



添付資料- 2

包藍色亀

日原

1

2

3

4

5

6

7

8

g

10

ll

12

13

14

15

1S

17

18

年月日 享曜日

89･5･ 7

8

9

10

ll

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

之4

起点/

援由地

東京

わクスフォード

ハラレ

目的地/

滞荏地

l

わクスフォードi

ハラレ

ハラレ

ハラレ

ハラレ

ハラレ

ハラレ

ハラレ

ガポロネ

ガポロネ

i,,ガポロネ
】

;ガ#ロ鼻
f

ガボロネIi

ロンドン

ロンドン

it東京
i
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ロンドン

括動

出国

オックスフォードへ移動

ミンスター社と協議

ハラレヘ移勃

日本大使館表敬訪問

世銀園傍者と協議

鴇花生産組合と協議

綿花委員会と協議

タバコ生産組合と協議

商業農家連合会と協議

土地農業入植者と協議

最物費邑会ヒ協議

農要務適評講会と協讃

酸鼻賓貞会と協議

現場踏査

現場踏査

綿花研究､研修施設にて協議

日本犬便館に調査の報告

ガポロネへ移動

ボツワナ蘭発会社と提議

天然資源水務省と協議

農貴著と協誇

大蔵軽済企両省と協議

現場掩萱

凍傷磨査

ボツワナ開発会社と最終協議

ロンドンへ移劫

資料整理

ミンスター社と最終協議

東京へ移動

帰国



添付資料-3

ジンバブェ共和国面談老_リスト

1) 日本大使館

川尻 一等書書己官

2)世界銀行

Hr. P. K. Pholand (Dupty R甲ident Representative)

3) 綿花生産組合(Co一)ercial Cotton Grover's Association)

打r. 氏. 氏. hcNeil (Chief Executiye)

Hr. R. ど. Jarvis (Director of Cotton Training Center)

4) 綿花委員会(cotton ″arketing Board)

且r. P. Dove (General浪anager)

5) タバコ生産組合(Air Cured Tabacco Association)

社r.A. D. 良. Ihrris-Eyton (President)

Hr. T. Xille (ConstJltant)

6) 商業農家連合会(CoJIJ[erCial FarJlerS Ur)ion)

t)I. J. GrantDeputy (Director)

7)土地農業入植者川inistry of Land,且gricultLlre and Rural

Resettlellent )

Xr. T. GentleJ)an (Deputy Pemanent Secretary)

8)穀物委員会(Grain払rketing Board)

≠r. 氏. H. Gasela (Gerleralぬnager)

9)農業涜適評議会(且griculturalぬrketing Authority) -

一打. C. G.せsipa (Chair甘an)

10)蕗農委員会(Dairy Harketing Board)

xr.九.打yallpingidza (General LXanager)

ll)綿花研修センタ- (Cotton Training Cerlter)

Xr. B V. Evans

12)綿花研究所(Cotton Research lnstitute)

Dr. RaJrey

Xr. G. Jories
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添付資料-4

ボツワナ共和国面談者リスト

1) ボツワナ開発会社(Bots†ana Develop)ent Corporatiorl: BDC)

Xr. J.

Hr. S.

1r.A.

Hr. a.

Hr. J.

氏. ParkinsDn (hnager, Agricultural Division)

S. Gaadingve (Deputy Manager, Agricultural Division)

BQnS (IrrgatiBn Engipeer, Agricultural Divisit)n)

hru)o (Irrigation Engineer, Agricultural Division)

P. Sono (Agrono)ist, Agricultural Division)

2) 天然資源水務省(Ministry of Mineral Resources and Water Affairs)

淡r. I. 0. Rrook (Senior官ater Engineer)

3) 農業省(Ministry of Agriculture)

Dr. H. ”. Hannathako (Pertlanent Secretary)

4) 大蔵姪済企画省(Ministry of Finance and Econo)ic Planning)

Hr. Gaolathe (Per)anent Secretary/Chairlan Of BDC)

5) セレビ･ピクエ州開発プロジェクト(Selebi-Phikve Regional

Developlent Project )

Hr. ′H. 0'Flanagan (Project Director)

Dr. 氏. Jelley (Irrigation Agrono)ist)
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添付資料- 5

DRAFT ℡ERMS OF REFERENCE

FOR

FEAS=B=IJ=TY STUDY ON =HPROVEMENT

OF

POST-ZIARVEST TRANSPORTATION SYSTEMS

=N

Z =HBABVE

1. Background

The agricultural sector plays an important role in the

Zimbabwe economy. This is borne out by the fact that over 70%

of the population lives in rural ireas and their main source of

livelihood is farming. The agricultural sector accounts for
･

around 40% of foreign exchange earnings and provides a large

share of raw materials for the manufacturing industry and

around 90% of the food
requirements of Zimbabwe. Therefore, the

Government of Zimbabwe has placed the agricultural sector in

the center of the development strateg･y･

=n this connectiorlr the Government has put great emphasis

on development of the peasarlt Sub-sector, with larld

dlstr⊥but土on and resettlement′ development of cooperatives and

improved provision of farm machinery and fertilizers( for

promotion o王 equ土table d土strlbutlon of 土ncome and wealth as

well as to improve the gross imbalarlCe between the urban and

rural areas on the one band, and the commerc土al and peasant

sub-sectors on the other.

Zlowever( with the rapid increase in the production of key

crops. wb土cb had been the domain of the commercial sub-sector

prior to 土ndependence/ but now 土n the peasant sub-sector′ there

has been considerable pressure for an extension o王the

marketing facilities available to them due to transportation

problems 土n the country･ でransportatlon 土s a maコOr problem for

the peasant sub-sector at the output selling stage and the

problem is expected to get much worse･
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Therefore, in order to ensure a sound growth in the

peasant sub-sector as well as ip the agricultural sector

generally, improvement is
required in the post-harvest

transportation system.

2. Executive Agencies

The Mirlistry of Lands,

(MLARR) and the Agricultural

the executive bodies for the

responsible to M工一旦RR and ls

eff土clent admln土strat土on of

agricultural products which

Agriculture and Rural Resettlement

Marketing Authorities (AMA) are.

study. The AHA is directly

responsible
for promotion of

marketing of the regulated

are purchased from producers and

traded by the four (4) marketing bodies belonging to the ÅMA.

The marketing bodies and the regulated agricultural products

for whlcb they are responsible are listed below:

1) The Grain Marketing Board (GMB) responsible
for
maize,

sorghum, wheat, groundnuts, soybearlS, Sunflower seed,

coffee, rapoko and mhunga･

2) The Cotton Marketing Board (CMB) responsible for seed

cotton, lint and seed.

3) The Cold Storage Commission (CSC) responsible for

cattle.

4) The Dairy Marketing Board (DMB) responsible for milk

and butter王at.

The organizational structure is shown in Fig. 1.

3. Objectives of the Study

The
ob〕ectlve of the study ls to formulate plans for the

improvement of the post-harvest transportation systems of those

marketing bodies having priority requirements.
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4. Te_rms of Reference

4.1 General

The study will cover post-harvest transportation systems

throughout the country for the four (4) marketing bodies

mentioned above. The study will
be in two (2) stages. In the

first stage′ a preliminary level study will
be made including

formulation of the complementary improvement plans for post-

harvest transportation and deciding which marketing bodies have

pr土orlty･ 工n the second stag.e′ a feas土b土11ty level study will

be made on the improvement of post-harvest transportation

systems for the priority marketing bodies.

4.2 First stage

工n order to formulate the complementary improvement plans

for post-harvest transportatiorl arld to decide the priority

marketing bodies, the following activities will be required:

1) Collecti.on and review o王 avallable data and_

1nformat土on ;

a) rele∇arlt eX土stirlg Studies and reports,

b) national and regional agricultural development

C

也

plans′

soc土al and economic statlstlcs.

agricultural statistics, and

e) existing road and railway network.

2) =nvestigatiorlS and surveys on each marketirlg body,･

a_) present i_nstltuti.onal aspects (constltuti.on.

organization,etc. ) ,

-

functions and responsibilities, and

-

actlvltles.

c) existing post-harvest facilities and their

cond土tlon′

-

transportation facilities,

-

storage facilities,

-

processing facilities, and
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-

marketing facilities.

d) present postJharvest transport operation system,

e) cQrnnQd.ity flQWS‾′

f) present post-harvest transportation costs, and

g) existing post-harvest transportatiorl needs.

3) Analysi5 0f the data and information collected;

a) identification of constrairltS Of the existing

post-harves亡 transporta亡⊥on system of each

marketing body, and

b) prelimirlary forecast for post-harvest

transportatiorl needs of each marketing body.

4) FormulatiQn Of complementary improvement plan モor

post-harvest transportation system of each marketing

body;

a)

bJ

c)

d)

formulation

plarl,

forL71ulat ion

estlmat土on

evalua亡土on

of basic concept fo工･ improvement

of preliminary improvement plan,

of prel土m土nary costs and benef土ts′ and

of the economic and financial

Ⅴ土abユユユty.

5) Deciding which marketing bodies have priority,･

a) selection of high priority marketing bodies for

feasibility study.

4.3 Secozld stage

On the basis of the results in the first stage, the

following work will be carried out for feasibility stlユdies on

the improvement project for the post-harvest transportation

systems of the high priority marketing bodies:

1) Co11ection of supplemental data and information,

2) Execlユtion of slユPplemental investigations and surveys

orl tb‾e selecte-d marketing bodies,

3) Analysis of the data and irlformatiorl COllected;
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a) study on alternative improvement plans for posh

barvest transportation system of selected

marketing bodies, and

b) forecast of post-harvest transportation needs of

selected marketing bodies.

4) Formulatlon of improvement plan for post-harvest

transportation system of selected marketing bodies;

a

b

C

d

e

5)

formulation of optimum improvement plan,

est土matlon of costs and beneflts′

formulation of エmplementatlon pユan and schedule.

economic evaluation, and

f土nanc土al 〕ustlflcatlon.

Preparation of 亡be feas土bユ1土ty report.

5. Schedule of the Study

The study ls expected to be completed wlthln twelve (12)

mohths in accordance with the tentative work schedule as

illustrated on Fig. 2. The experts required will be a team

leader, an agronomist, an agricultural economist, an

institutional expert, a system engineer, a marketing expert, a

tごanSpOrtatlon eng･1neer. a transportation econom土s亡 and a

proコeCt eValuatlon expert.

6. Report

The following reports will be submitted to the Government

of Z土Inbabwe 土n 亡be course of the study.

1) =nception Report will include the program and schedule

of the study and be submitted within one (1) month

after commencement of field wo工･k ⊥n zimbabwe.

2) =nterim Report will include complementary improvement

plans and deciding of the priority marketing bodies

and be submitted at the end of the first stage.
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3) Draft F土nal Report will be submitted at the end o王 the

second stage･ The Government of Zimbabwe will p羊○Vide

its comments within one (1) month after receiving

Draft F土nal Report.

4) Flnal Report will be submitted w土thln two (2) months

after receiving comments on the Draft Final Report

from the Government of Zlmbabwe.

7 ･ Undertaking･s of the Government of Zimbabwe

=n order to facilitate smooth performance of-the studies′

the Government of Zlmbabwe will provide, at its own cost′ tbe

following in cooperation with all the agencies concerned.

1) Ava土1able data and lnformat土on related to the study′

2) Counterpart personnel to assist the study team and

partlclpate 土n the various actlvltles for the study/

3) Sultable office space 土n Earare. and

4) Credehtials or identification cards to the members of

the study team.

Tbe Government o王 Zlmbabwe will make all necessary

arrangements for the following purposes.

1) To secure the safety of the study team′

2) To provide the necessary facilities to the study team

for remittances as well as utilization of funds

土ntroduced 土nto the Z土mbabwe ln connec亡1on w土tb the

lmplementat土on o王 tbe study′

3) To exempt the study team from taxes′ duties, fe去s and

other cbarg.es on mach土nery′ equlpment and otbe工･

material brought into Zimbabwe for the conduct of the

study,

4) To allow the study team to take copies of all data and

documents related to the study out o王 the Z土mbabwe,

5) To secure permlsslon for the use of comun土catlon

facilities if necessary, and
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6) To let the study team receive medical care w土tbout any

blndrance as necessary; however any expenses shall be

borne by the study team.

8. Undertakings of the Government of Japan

For 土mplementatlon of the study. the Government of Japan

will take the following measures:

1) To dlspatcb the study team to Z土mbabwe at 土ts own

expenses, and

2) To perform technology transfer to the Zi血babwe

counterpart personnel ln the course of the study ln

Zimbabwe as well as in Japan.
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Fig. 1 0RGÅⅣ=ZAT=ONAL STRtlCTURE

Ag ricuJtu rat

Marketi ng

Authority

(AMA)

Cold

Sto rag e

Commission

(CSC)

Cattle

Grain

Marketing

Board

(GMB)

Maize

Sorghum

Wheat

Groundnuts

Soybeans

Sunf一ower Seed

Cof†ee

Rapoko

Mhunga

Executive Agencies

Marketing Bodies and regu[ated agncu[tural products

-26-

Cotton

Marketing

Board

(CMB)

Cotton Seed



Fig. 2 Tentative Work Schedule
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添付資料- 6

DRAFT TERMS OF REFERENCE

FOR

FEASIBILITY STUDY ON TEE L=MPOPO RIVER BASIN

ェNTEGRATED AGR=CULTtJRAL DEVELOP凹ENT

=N BOTSWANA

1. Background

Botswana土s approxlmately 582′000 km2土n size and situated

on the Kalahari desert and its fringes. The average annual

rainfall is around 470 rnm rarlglrlg from 240 mm in south west to

690 mm in the north･ Approximately 33rOOO km2 or 6% of the

land has potential for arable agriculture, but only 2,500 to

3/000 km2 are cultivated for dry land crops each year. Soils

suitable for intensive agriculture are few and allied with

l土m土ted water resources. About 25,000 ha of lands are

potentially irrlgable and less than 2,000 ha is being irrigated

at present.

The agricultural sector is no longer the largest sector of

Botswana -s
economy

Domestic product.

four fifths of the

mainly dependent on

agricultural sector

土n terms of contrlbut土on to the Gross

工n spl亡e of rapid urban⊥zatlon′ however′

populat土on are st土11土n the rural area and

agriculture for job opportun土t土es. Tbe

thus remains the core of the rural economy.

The agricultural sector is dominated by livestock, the

cattle industry normally beirlg the second largest foreign

exchange earner. On the other hand, Botswana grows only lO% of

its food requirements due to low and often e工･ratlc rainfall and

has to import a large proportiorl Of the basic food grains and

other agricultural products.

工n this connection. the Government of Botswana has put

great emphasis on increasing the level of arable production as

a means of ra土s土ng. rural土ncomes′
土mprovlng equitable income

d土str土but土on and reducing dependence on 土mports. Tb土s could
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also increase Botswana-ら economic independence and the security

of.national food supply and ls a central concern of the

National Food Strategy.

Taking the climatic condition into consideration, dry larld

agriculture in Botswana is both unreliable and a very high risk

undertaking. Therefore, in order to ensure increases in arable

production, the development of irrigated agriculture will be

required. Irrigation farming, both large and small scale, is

the key to greater self-sufficiency in staple foods･

2. Pro3eCt Area

The project area, bordering the Republic of South Africa

as shown in the Location Map, constitutes one of the few areas

土n Botswana with a reasonable 土rrlgatlon potentlal. Falrly

large areas of irrlgable soils lie in close proximity to the

Limpopo river and its tributaries, which in most years flow

during. the summer months.

While cattle ranchirlg has largely been the mainstay of the

economy in the project area, there is also a long tradition of

arable farming with both dry land and irrigation cropping being

pract‾土ced. The Botswana Development Corporation (BDC) ′ w土tb

all its shares are owned by the Government′ has operated two

large scale irrigation schemes in the projeCt'area since 1973.

The constraints for development of both the large and

small scale farming sectors in the project area are limited

water resources′ lack of manpower sk土11ed 土n 土rrlgat土on farming

and very poor and/or almost non-existent marketing and

土nfrastructures.

Tberefore, 1n order to ensure a sound development of both

the large and small scale farming sectors
,in

the project area'

integrated agricultural development will be required. For

future developmerlt, the BDCTs irrigation schemes will have an
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important role to play in technical support for both large and

small scale farms, as nucleus estates in the project area.

3. Objective5 0f the Study

Tbe ob〕ectlves of the study are development of crops for

domestic food supply 土mprovement. import substltutlon and for

employment cr.eat土on. Tbe study will examine the area 亡o

ldent土fy soils suitable for lrrlg.at土on′ water management

systems, the most suitable crops, supporting systems, marketing

and 土nfrastructures requirements to determlne the feas土bll土ty

o王 tbe development of the area, on both large and small scale

farming sectors. The Mirlistry of Agriculture is the executive

body for the study.

4. Terns of Reference

4.1 General

The study will be carried out in the following two(2)

Stages:

1) Stage-1: Formulation of a preliminary agricultural

development plan and selection of a prlorlty

irrlgation schemes.

2) Stage-2: Formulation of an integrated agricultural

development plan and verlf土catlon of the

technical feasibility and economical

soundness of the pro⊃ect.

4･2 Stage-1: Preliminary leve1 study

l) Co11ectlon o王 and review of the exlstlng data and

lnformatlon ;

a) natural condltlons

- 1ocatlon′ area and topog■raphy′
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meteorology and hydrology,

hydro-geology,

geology,

so土1s′ and

others.

b) soc土○-economy

economlc 土ndexes.

demographic conditions,

social lnfrastructures.

natiorla1
_and

reglOnal development plans′ and

others.

c) agrlculture

land use.

land capab土11ty′

farming practlces′ and

others.

d) agro-economy

- 土nstltutlonal aspects.

1

SuPPOrting services,

-

marketing, and

-

otbers.

e) irrigation

-

present irrigation conditions,

- 1rrlgatlon p工･aCtlces. and

-

otbers.

2) Executlon of prel土m土nary field surveys and

investigations,･

a

b

C

d

e

f

general field reconnaissance

geological survey

hydro-geological survey

soil survey

agricultural survey

agro-economic survey

3) 工nterpretatlon and analyses of data and lnformatlon

co11ected;

a) meteorology and hydrology

b

C

geology

hydro-geology
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d

e

4)

soil

others

Formulation of preliminary agricultural development

planJ and

a

b

C

basic development concept

delineation of the potential irrigation schemes

preliminary agricultural development plan for the

potential irrigation schemes

d) water balance study of the the potential

irrlgation schemes

e) preliminary i.evel design of project facilities

f) preliminary level benefits and cost estimates

g) evaluation of each scheme

5) Selection of the priority irrigation schemes.

4.3 Stage-2: Feasibility level study

l) Add土tlonal data collection;

a

b

C

d

e

f

g

h

1

meteorology and hydrology

geology

hydro-geology

soil

soclo-economy

agriculture

agrO-economy

irrigation

others

2) Execution of detailed field surveys and investigations

for the priority irrlgatiorl schemes,'

a

b

C

d

e

f

g

topographic survey

geological investigation

hydro-geological investigation

soil survey

irrigation survey

agricultural survey

agro-economic survey
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3) 工nterpretatlon and analyses of the data and

土nformatlon co11ected′

4) Formulat土on of 土ntegrated a9rlcultural development

plarl,･ aユ1d

a) formulation of integrated agricultural

b)

c)

d

e

development plan

deslgn Of the proコeCt fac土11t土es

formulation of lmplementatlon plan and schedule

es亡1matlon o王 costs and benefits

economic and financial evaluation of the proコeCt

5) Preparatlon of the feaslblllty report.

5. Schedule of･the Study

Tbe study 土s expected to be completed wlth土n 15 months ln

accordance with the tentative work schedule as 土11ustrated ln

Fig.1. The experts required will be a team leader, a

hydrologist,畠 geologist, a hydro-geologist, a pedologist, a

survey engineer, a dam engineer, an irrigation engineer, a

design engineer, an agrOnOmist, an agro-economist, an

土nst土tutlonal expert and a proコeCt eValuatlon expert.

6. Report
＼

The following reports will be submitted to the Government

of Botswana ln the course of the study.

1) =nception Report will include a program and schedule

of the study′ submltted wlth土n one (1) month after the

commencement of the Stage-1 field work ln Botswana.

2) 工nter土m Report w上ll include a complementary

improvement plan and setting priority ranking of

marketing bodies, submitted ?t the end of Stage-1.

3) Draft Flnal Report w土11 be submitted at the end of

Stage-2. The Goverrlmerlt Of Botswana will provide its
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comments within one (1) month after receiving the

Draft Flnal Report.

4) Flnal Report will be subm土t亡ed w土tb土n two (2) months

after receiving comments on the Draft Final Report

from the Government of Botswana.

7. Undertakings of the Government of Botswana

工n order to facllltate smooth performance of the studies,

the Government of Botswana will prov土de′ at its own cost, the

following in cooperation with all the agencies concerned.

1)

2)

3)

4)

Available data and ln王ormatlon related to

Counterpart personnel to assist the study

partlclpate ln the various act土vltles for

Suitable office space in Gaborone′‾ and

Credentials or ldentlflcatlon cards to the

the study team.

the study,

team and

the study,

members of

Tbe Government of Botswana will make necessary

arrangements for the following purposes:

1) To secure the safety of the study team′

2) To provide the necessary facilities to the study team

for the remittances as well as utlllzatlon of funds

土ntroduced into the Botswana 土n connection with the

土mplementatlon of the study,

3) To exempt the study team from taxes′ dutles′ fees and

other charges on machirlery, equipment and other

mater土al brought 土nto the Botswana for the conduct of

the study′

4) To allow the study team to take all copies of data and

documents related to the study out of the Botswana by

the study team′

5) To secure permission for the use of communication

facilities if necessary, and
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6) To let the study team receive medical care wltbout any

hindrace as necessary,･ however any e文PenSe Shall be

borne by 亡be study team.

8. Undertakings of the Government of Japan

For 土mplementation of the study/ the Government of Japan

will take the following measures:

1) To dispatch the study team to Botswana at lts own

eXpenSeS′

2) To cover the local living
･costs

and transort for the

study team′ and

3) To perform technology transfer to the Botswana

counterpart personnel ln the course of the study ln

Botswana as well as Japan.
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Fig. 1 Tentative Work Schedule
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